
平成２７年度　高　松　市　公　開　事　業　評　価　結　果　(　速　報　)
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1 自治会活動推進事業
市民政策局
地域政策課

Ｃ
（改善継続） 3 1 16 5 2

2 交通安全教育等推進事業
市民政策局

くらし安全安心課
Ｂ

（継続） 10 11 5 1 0

3 国民健康保険保健事業
健康福祉局

国保・高齢者医療課
Ｃ

（改善継続） 3 8 11 5 0

4 老人保護施設措置事業
健康福祉局
長寿福祉課

Ｂ
（継続） 2 19 6 0 0

5 健康づくり推進事業
健康福祉局
保健センター

Ｃ
（改善継続） 1 1 19 3 0

6 新エネルギー普及促進事業
環境局

環境保全推進課
Ｃ

（改善継続） 2 3 11 7 1

7 美しいまちづくり推進事業
都市整備局
都市計画課

Ｃ
（改善継続） 3 4 14 2 1

8 生涯学習センター管理運営事業
教育局

生涯学習課
Ｃ

（改善継続） 0 2 16 3 3

施設の利活用の推進を検討し、市民に対し、周知を図るべき。

超高齢社会が現実となる中で、事業の継続は必要であるが、受益者負担等コスト削減に向けた検討を要する。

特定健康診査等への受診率向上に向けて、周知・啓発などの広報活動に工夫が必要。

他の施策（高校生への教育、高齢者等大人への意識啓発）と合わせて事業を推進すべき。

事業内容の周知・啓発を図り、事業を推進すべき。

太陽光発電量の割合については、明確な目標値を定めたうえで、補助金の見直しが必要。

健康手帳は、利便性を考慮したものになるよう再考すべきである。健康教室等の実施については、周知方法を検討し、効率的な運営を図るべき。

加入率の減少要因を分析したうえで、補助の目的・使途について再考する必要がある。また、加入のメリットや必要性を明確にすべき。

日時： 平成２７年８月９日(日)
　　　　午前９時～午後４時３０分
場所： 高松市役所　１３Ｆ　大会議室

事業
番号

事業名等 担当課
評価者・市民評
価者の判定結果

                    ※評価結果が同数の場合は、総合司会者が最終結果をまとめます。
                    ※評価結果は、本市の最終判断ではありませんのでご留意ください。


